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はじめに 

風力発電所は、2012 年 10 月より、環境影響評価法（平成９年法律第 81 号）の対

象事業とされており、以来、400 を超える事業が環境影響評価法に基づく環境影響評

価の手続きを行っている。 

2019年には、「太陽光発電施設等に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討

会」（2018年８月～2019年３月）において、風力発電所に係る規模要件の検証につい

ても併せて実施したが、その時点では規模要件を見直すに足りる根拠となるデータが

不足しているとして、引き続き議論を継続すべきとされた。 

その後、2020年 10月 26日、菅内閣総理大臣より「2050年カーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言され、カーボンニュートラル社会の実現のた

めには、再生可能エネルギーの主力電源化及び最大限の導入が非常に大きな鍵である。 

再生可能エネルギーの地域における受容性を高め、最大限の導入を円滑に進めてい

く上で、環境への適正な配慮と地域との対話プロセスは不可欠であり、環境影響評価

制度の重要性は高まっている。 

こうした中で、2020年 12月１日に内閣府特命担当大臣（規制改革）主宰で開催さ

れた「再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース」において、環

境影響評価法の対象となる風力発電所の規模要件等に関する課題が指摘されるなど、

風力発電の導入拡大に向けた迅速な検討が求められている。 

こうした背景を踏まえ、経済産業省及び環境省は、「再生可能エネルギーの適正な

導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会」を設置し、環境影響評価法の対

象となる風力発電所の規模要件を含め風力発電所に係る環境影響評価制度の適正な

あり方について検討を行った。 

本報告書は、令和２年度にこれまで４回の検討を行った結果をとりまとめたもので

ある。 
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Ⅰ 風力発電所に係る環境影響評価の今後のあり方について 

１ 風力発電所に係る環境影響評価制度について 

１－１ 環境影響評価法の状況 

 

 風力発電所は、2012年から環境影響評価法の対象事業に追加された。 

 第一種事業は１万 kW以上、第二種事業は 7,500kW以上１万 kW未満である。 

 

我が国では、固定価格買取制度が創設されて以降、風力発電の導入が進んできてい

るが、一方で、騒音、バードストライク、自然的･文化的景観への影響等の問題を生じ

ている事例もみられた。 

このため、2010 年２月に中央環境審議会において取りまとめられた「今後の環境

影響評価制度の在り方について（答申）」において、「風力発電施設の設置を法の対象

事業として追加することを検討すべき」とされ、2012 年 10 月より、環境影響評価法

の対象事業とされている。 

環境影響評価法の対象とする際の規模要件の検討（2011年）では、風力発電所の環

境影響に係る情報は十分ではなく、火力発電所と比較した土地改変面積の程度、地熱

発電所と同様の動植物・生態系への影響として火山活動の影響を受ける脆弱で厳しい

環境に設置される立地状況、騒音・低周波音に対する苦情の発生割合等から、必ず環

境影響評価を行う第一種事業の規模要件は、出力１万 kW以上である事業とされた。 

なお、環境影響評価法は、環境影響評価手続きの結果を許認可等の審査に直接反映

させることとしており（環境影響評価法第 33 条、発電所の許認可等を行う電気事業

法（昭和 39年法律第 170号）では第 47条、第 48条）、電気事業法は、対象施設の届

出の要否を、総出力（kW）で区分している。このため、電気事業法との整合性の観点、

また、事業者及び行政当局が環境影響評価法の対象事業か否かを判断する上での簡便

性の観点から、発電所に関する規模要件は、総出力（kW）を指標としている。 

 

環境影響評価法の対象事業の規定状況 

事業の種類 第一種事業の要件 第二種事業の要件 

法第二条第二項
第一号ホに掲げ
る事業の種類1 

出力が一万キロワット以上で
ある風力発電所の設置の工事
の事業 

出力が七千五百キロワット以上
一万キロワット未満である風力
発電所の設置の工事の事業 

出力が一万キロワット以上で
ある発電設備の新設を伴う風
力発電所の変更の工事の事業 

出力が七千五百キロワット以上
一万キロワット未満である発電
設備の新設を伴う風力発電所の
変更の工事の事業 

  

                                                      
1 電気事業法第 38条に規定する事業用電気工作物であって発電用のものの設置又は変更の工事の事業。 
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■環境影響評価法 第二条第二項 

 この法律において「第一種事業」とは、次に掲げる要件を満たしている事業であ

って、規模（形状が変更される部分の土地の面積、新設される工作物の大きさその

他の数値で表される事業の規模をいう。次項において同じ。）が大きく、環境影響の

程度が著しいものとなるおそれがあるものとして政令で定めるものをいう。 

■環境影響評価法 第二条第三項 

 この法律において「第二種事業」とは、前項各号に掲げる要件を満たしている事

業であって、第一種事業に準ずる規模（その規模に係る数値の第一種事業の規模に

係る数値に対する比が政令で定める数値以上であるものに限る。）を有するものの

うち、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあるかどうかの判定（以下単に

「判定」という。）を第四条第一項各号に定める者が同条の規定により行う必要が

あるものとして政令で定めるものをいう。 

■環境影響評価法 施行令 第六条 

 法第二条第三項の政令で定める数値は、0.75とする。 
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１－２ 環境影響評価条例における風力発電所の対象事業の状況 

 

 環境影響評価条例において風力発電所を対象としている自治体は、32道府県、15

政令市である。 

 風力発電所を対象事業としている条例では、第一種事業の規模要件を 7,500kW以

上としているものが最も多く、次いで 5,000kW以上としているものが多い。 

 

環境影響評価条例において、風力発電所を明示的に対象としている自治体は、47都

道府県のうち 32道府県、21政令市のうち 15政令市である。また、土地の改変等の事

業として対象となりうる自治体は、５県、１政令市である。 

風力発電所を対象事業としている条例では、第一種事業の規模要件を 7,500kW以上

としているものが 13（都道府県 10、政令市３）と最も多く、次いで 5,000kW 以上と

しているものが多い（都道府県９、政令市３）。なお、条例の第一種事業の規模要件を

法と同じ 10,000kWとしている自治体が４県2あり、うち３県は第二種事業の規模要件

を 5,000kW以上とし、スクリーニング対象を法より広く設定している。 

また、風力発電所を対象としている条例のほとんどは、規模の上限を設定していな

いが、第一種事業の上限を設定しているものが１県3ある。 
  

                                                      
2 第一種事業の規模要件を法と同じ 10,000kWとしている自治体は、北海道、福井県、山口県、高知県の４県。う

ち、北海道、山口県、高知県の３県は、第二種事業の規模要件を 5,000kW以上としており、福井県は法と同じ

7,500kWとしている。 
3 愛知県では上限を 10,000kWと設定している。 
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２ 風力発電所に係る環境影響評価の現状と課題について 

２－１ 環境影響評価法における風力発電所の環境影響評価の実施状況 

 

 風力発電所は 2012 年に環境影響評価法の対象事業に追加され、2021 年２月時点

で、手続き終了4が 119件、手続き中が 302件である。 

 環境影響評価法に基づく手続きの実施件数や、要綱や条例を含めた手続きの実施

件数を事業種別に整理すると、風力発電所は、そのほとんどが法に基づいて実施

されているなど、環境影響評価法の対象としている他の事業種に比べて著しく状

況が異なる。 

 

環境影響評価法に基づく環境影響評価は、全事業種でこれまでに 711件の事業が手

続きを実施している（2021 年２月時点）。風力発電所は 2012 年に対象事業に追加さ

れ、手続き終了が 119件、手続き中が 302件となっている。環境影響評価法の手続き

を実施した全事業の約６割を風力発電所が占めており、また、現在、環境影響評価法

の手続き中の全事業の約９割を風力発電所が占めるという突出した状況にある。 

また、法と条例の環境影響評価の割合をみると、風力発電所はそのほとんどが環境

影響評価法に基づく手続きとなっており、他の事業種とはバランスが大きく異なって

いる。 
  

                                                      
4 評価書の手続きを終了したもの（報告書を公表したものを含む）、事業を廃止したもの、第二種事業で環境影響

評価手続き不要と判定されたものを指す。 
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※環境影響評価情報支援ネットワークの環境影響評価事例の条件検索による（2021 年２月５日閲覧） 

※終了は、評価書の手続きを終了したもの（報告書を公表したものを含む）のほか、事業を廃止した

もの、第二種事業で環境影響評価手続き不要と判定されたものを含む 

 

 

※環境影響評価情報支援ネットワークの環境影響評価事例の条件検索による（2021年２月４日閲覧） 

※廃棄物最終処分場の条例の区分には廃棄物処理施設を含む 
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２－２ 風力発電所による環境影響の特性 

 

 風力発電所による環境影響の程度は、規模に相関する傾向もあるものの、立地の

状況に依拠する部分が大きいと考えられる。 

 

風力発電所による環境影響の主なものは、①騒音、②鳥類への影響（バードストラ

イク、生息環境の変化等）、③土地改変による動植物・生態系への影響や水の濁りの発

生、④景観への影響があげられる。 

国立研究開発法人エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）5が、規模別、立地環

境別に、既設及び工事中の風力発電所における実態把握を行った結果、 

① ブレード・タワー等への飛翔性動物の接近・接触は、規模の大小に係わらず、

それが発生しやすい立地・環境条件に風車が建設・稼働していることが原因と

考えられた。 

② 規模はほとんど騒音レベルに寄与しておらず、最寄りの風車までの距離が最も

寄与していることが示された。 

また、環境影響評価法の第一種事業の要件である「著しい影響」を示す指標として、

厳しい環境大臣意見6の発出状況に着目すると、規模が大きい事業では厳しい意見と

なる割合が高い傾向がみられる。他方で、一定規模未満の事業においても（５万 kW未

満の事業で 51 事業中７事業）厳しい大臣意見となる場合があることにも着目する必

要がある。 

なお、風力発電所が法対象事業となった 2012 年当時に比べ、風車１基あたりの発

電設備容量は大型化しているものの、総出力や事業実施区域の面積、改変面積は経年

的な傾向はみられない。 

 

厳しい大臣意見が発出された割合（５万 kW階級区分別） 

 
～５万 kW 

５～ 

10万 kW 

10～ 

15万 kW 
15万 kW～ 全体 

事業数① 51  25  12  4  92  

 厳しい意見あり② 7  7  8  2  24  

厳しい意見なし 44  18  4  2  68  

厳しい意見の割合 

 ②／① 
14% 28% 67% 50% 26% 

※ 2012年 10月以降に公告・縦覧開始された準備書 92件（事業廃止・第二種事業を除く。洋上除く。）を対象 
  

                                                      
5 平成 28年度―平成 29年度成果報告書（風力発電等導入支援事業/環境アセスメント調査早期実施実証事業/環

境アセスメント迅速化研究開発事業）既設風力発電施設等における環境影響実態把握Ⅰ、Ⅱ報告書（平成 30年

２月）は平成 26年度より実施している実証事業の成果等をもとに取りまとめたもの。 
6 「厳しい大臣意見」…環境大臣意見において、対象事業実施区域の一部除外、配置の取りやめ、保全対象との

離隔の確保、追加の調査を求めるもの。 
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２－３ 風力発電所に係る環境影響評価の課題 

 

 環境影響評価法に基づく手続きの実施件数、実施事業全体に占める割合、法と

条例に基づく環境影響評価の割合において、風力発電所は他の事業種と比較し

て著しく状況が異なる。 

 これまでの風力発電所に係る環境影響評価法に基づく環境影響評価制度の運用

の中で、運転を開始し事後調査の実施や報告書の公表に至っている事例は多く

はないものの、環境影響評価法の対象事業に追加した当時と比べて知見が充実

してきた部分もあることから、風力発電所に係る適切な環境影響評価制度の今

後のあり方を考える必要がある。 

 

環境影響評価法に基づく環境影響評価手続きの実施件数、実施事業全体に占める割

合、法と条例に基づく環境影響評価の割合において、風力発電所は他の対象事業とは

著しく状況が異なる。 

風力発電所が法対象事業に追加された当時は、風力発電に係る環境影響の実態につ

いて現在より事例に基づく知見が十分でない状況にある中で法の対象規模を決めた

経緯がある。しかし、その後の風力発電所に係る法に基づく環境影響評価制度の運用

の中で、運転開始後の事後調査の実施や報告書の公表に至っている事例は多くはない

ものの、これまでに手続き終了が 119件、手続き中が 302件となっており、従前に比

べて事例や知見が充実してきた部分もある。 

このようなことから、 

① 環境影響評価法の対象となって以来の事例の蓄積等、最新の知見を基に、 

② 適正な環境配慮の確保と地域におけるコミュニケーションの充実の観点から、 

③ 風力発電に係る関係制度の最新の状況も踏まえ、 

④ 法と条例が一体となって環境の保全に配慮した事業の実施を確保してきた我

が国の環境影響評価制度の経緯に鑑みて、 

風力発電所に係る適切な環境影響評価制度の今後のあり方を考える必要があると

考えらえる。 
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３ 風力発電所に係る環境影響評価の今後のあり方について 

脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギーの最大限の導入が求められる中に

おいて、風力発電所の設置等に当たり、あらかじめ、事業者において事業に係る適正

な環境配慮を確保すること、事業者が地域の住民や地方公共団体等の意見を取り入れ、

その理解を得られるよう最大限努めることにより、地域の理解と受容が進み、環境と

調和した形となることにより風力発電所の円滑な立地の促進が図られる。昨今、一部

の風力発電所について、地域におけるコミュニケーションや環境配慮のあり方に重大

な懸念が示されることがある状況を踏まえれば、自然や生活環境の保全を前提として、

風力発電の円滑な導入促進のためにも、今後、風力発電所に係る環境影響評価制度の

重要性がより一層高まってくる。 

このような考え方を礎として、風力発電所に係る環境影響評価のあり方の検討を行

った。 
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３－１ 環境影響評価法における風力発電所の取り扱いについて 

 

 環境影響評価法の対象とすべき「規模が大きく、著しい環境影響のおそれがある

事業」としてとらえるべき風力発電所の規模について、最新の知見に基づき、適

正な規模を検討する必要がある。 

 

風力発電所の環境影響の程度は、事業規模に相関する傾向も見られるものの、事業

規模よりも立地する場所に依拠する度合いが大きいと考えられる。 

他方、現行の環境影響評価法においては、「規模が大きく、著しい環境影響のおそ

れがある事業」かどうかを事業規模の数値により判断し、環境影響評価手続きを義務

付ける仕組みとなっている。 

脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギーの最大限の導入が速やかに求めら

れる状況において、現行法下における経済産業省・環境省としての喫緊の対応として

は、法全体に関わる上記の仕組みを前提として、法の対象とすべき「規模が大きく、

著しい環境影響のおそれがある事業」として捉えるべき風力発電所の規模について、

環境影響評価法の対象となって以来の事例の蓄積等、最新の知見に基づき、他の対象

事業との公平性の観点も踏まえ、適正な規模の検討を行うことが必要である。 

上記に加え、風力発電所の環境影響の程度は、立地する場所に依拠する度合いが大

きいことから、法対象とならない規模が大きいとはいえない事業について環境への配

慮が適正に確保されない懸念があり、地域において風力発電の受容性がより低下する

ことが懸念される。そのような事態は、かえって風力発電の積極的な導入を阻害する

恐れがあり、自然や生活環境の保全を前提として、風力発電の促進の観点からも、風

力発電所の規模要件は、単に現行法下における適正な規模要件のみを検討するのでは

なく、法対象とならない規模の事業に対する適切な措置とあわせて検討すべきである。 

 

 

 風力発電所の規模要件の検討にあたっては、現行の環境影響評価法下における

喫緊の対応として、法における「規模が大きく、著しい環境影響のおそれがあ

る事業」として、他の対象事業との公平性等の観点も踏まえ、他の法対象事業

の規模の考え方を敷衍して設定する。 

 面的事業の 100haをメルクマールとしつつ、風力発電所の事業特性として懸念

される発電設備（風車）による環境負荷の度合いを鑑みて、より厳しい面積要

件として 50haと設定する。 

 上記の考え方に基づき、2012 年以降に評価書手続きが終了した 46 事例につい

て、線的な事業とみなした面積を分析した結果を踏まえれば、現行法下におけ

る適正な規模要件としては、第一種事業の規模要件は５万 kW以上、第二種事業

の規模要件は 3.75万 kW以上５万 kW未満となる。 
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環境影響評価法の対象事業全般における「規模が大きく、著しい影響のおそれがあ

る事業」の考え方は、面的事業、線的事業、点的事業の区分に応じて設定されており、

規模としては面的事業の 100haがメルクマールとなっている。 

 

 

風力発電所は設備を列状に配置することが多いことから、道路や鉄道と同様に線的

な事業とみなし、事業の規模を示す指標として、列状に配置された各発電設備の中心

を結んだ線から両側へそれぞれ 50ｍの範囲の面積を想定する。 

また、風力発電所は、数十メートルのタワー上でローターが回転するという構造で

あり、高さ方向の空間利用が大きいことから、面的事業の 100haより厳しい要件を設

定している埋立て・干拓と同様に 50haに相当する出力規模とする。 

上記の考え方に基づき、2012 年以降に評価書手続きが終了した 46 事例について線

的な事業とみなした面積を分析すると、50haに相当する出力はおよそ５万 kWとなる。 

このことから、現行法下における適正な規模要件としては、第一種事業の規模要件

は５万 kW以上、第二種事業の規模要件は 3.75万 kW以上５万 kW未満となる。 

この両側 50ｍの範囲は、事業の規模を示すための指標として線的事業の考え方を

敷衍したものである。なお、個別の事業における改変面積や事業実施区域の面積は、

事業特性や地域特性によって大きく異なる7点や、いわゆる影響範囲については、個別

事業ごとに検討する必要がある点に留意する必要がある。 

また、規模要件の設定方法については、風力発電所による環境影響が規模より立地

によるところが大きいことから、上記の５万 kW を基本としつつも、自然公園等重要

な自然環境等が存在する地域では、より小さい規模を設定するなど、立地条件を加味

した規模要件とすることが適当であるという意見もあった。 

                                                      
7 2012年 10月以降に公告された環境影響評価書（経過措置を除く）及び報告書のうち、データが取得できた 46

事例について、発電所の総出力と改変面積や事業実施区域の面積との関係を分析した。その結果、改変面積は、

総出力との緩い相関が認められたものの、事業によるばらつきがかなり大きかった。事業実施区域の面積は、個

別の事業ごとに区域の設定方法が異なり、総出力との相関は認められなかった。 

■法対象事業全般における「規模が大きく、著しい影響のおそれがある事業」の 

考え方 

• 法対象事業の「規模が大きく、著しい影響のおそれがある事業」の考え方は、

いわゆる面的事業、線的事業、点的事業に区分し、土地の形状の変更等による

事業の規模や、環境負荷の発生・排出の度合いに着目して設定されている。 

• 土地区画整理事業や工業団地造成事業、太陽電池発電所等のいわゆる面的事業

は、面積 100haがメルクマールとして設定されている。 

• 面的事業のうち、埋立て・干拓事業は、海岸線の変更に伴う流況の変化等、周

辺の海域への影響を伴うため 50ha、さらに廃棄物最終処分場は、より配慮が必

要な廃棄物を取扱うという事業特性を踏まえて 30ha と、通常の面的事業より

厳しい要件が設定されている。 

• 道路・鉄道のいわゆる線的事業は、一般的に見込まれる影響範囲として両側そ

れぞれ 50ｍを想定し、これが 100haに相当する長さ 10kmを要件としている。 

• その他火力発電所等のいわゆる点的事業は、面的規模ではなく環境負荷の発

生・排出量等に着目し、施設の能力を基準として設定されている。 
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環境影響評価法の対象事業 

環境影響評価法の 

対象事業 

第一種事業 

（必ずアセスを行う事業） 

第二種事業 

（アセスが必要かどうか 

個別に判断する事業） 

1 道路 高速自動車国道 すべて  － 

首都高速道路など 4 車線以上のもの  － 

一般国道 4 車線以上・10km 以上 4 車線以上・7.5km～10km 

林道 幅員 6.5m 以上･20km 以上 幅員 6.5m 以上･15km～20km 

2 河川 ダム、堰 湛水面積 100ha 以上 湛水面積 75ha～100ha 

放水路、湖沼開発 土地改変面積 100ha 以上 土地改変面積 75ha～100ha 

3 鉄道 新幹線鉄道 すべて  － 

鉄道、軌道 長さ 10km 以上 長さ 7.5km～10km 

4 飛行場 滑走路長 2,500m 以上 滑走路長 1,875m～2,500m 

5 発電所 水力発電所 出力 3 万 kW 以上 出力 2.25 万 kW～3 万 kW 

火力発電所 出力 15 万 kW 以上 出力 11.25 万 kW～15 万 kW 

地熱発電所 出力 1 万 kW 以上 出力 7,500kW～1 万 kW 

原子力発電所 すべて  － 

太陽電池発電所 出力 4 万 kW 以上 出力 3 万 kW～4 万 kW 

風力発電所 出力 1 万 kW 以上 出力 7,500kW～1 万 kW 

6 廃棄物最終処分場 面積 30ha 以上 面積 25ha～30ha 

7 埋立て、干拓 面積 50ha 超 面積 40ha～50ha 

8 土地区画整理事業 

9 新住宅市街地開発事業 

10 工業団地造成事業 

11 新都市基盤整備事業 12 流

通業務団地造成事業 

13 宅地の造成の事業（住宅・都

市基盤整備機構、地域振興整備

公団） 

面積 100ha 以上 面積 75ha～100 

〇港湾計画 埋立て・掘り込み面積の合計 300ha 以上 
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 風力発電所の規模要件を引き上げる場合には、以下の点が担保されるよう十分留

意する必要がある 

 法対象とならない規模の事業について適切な環境影響評価の実施 

 規模要件に係る政令の施行までの、必要な期間の確保 

 事業を分割すること等による「アセス逃れ」防止のための措置 

 現行法により手続き中の案件が適切に取り扱われるための措置 

 

＜法対象とならない規模の事業について適切な環境影響評価の実施＞ 

法の対象とする事業の規模要件が引き上げられた場合、法の対象とならない規模の

事業については、法と条例が一体となって我が国の環境影響評価制度が形成・運用さ

れてきたことに鑑み、当面、都道府県・環境影響評価法政令市（以下「都道府県・政

令市」という。）の条例により適切に手当していくとともに、条例の施行が間に合わな

い場合の事業者に対する対応等を経済産業省・環境省において検討することが考えら

れる。さらに、規模が大きくない場合でも立地により環境影響が懸念される場合があ

るという風力発電の環境影響の特性を考慮し、より幅広なスクリーニングや簡易かつ

効果的なアセスメント手続きなどの点についても必要な制度的対応を検討し、適切に

措置していくことが考えられる。 

都道府県・政令市の環境影響評価条例は、環境影響の未然の防止や地域とのコミュ

ニケーションの促進を図る観点から重要な役割を果たしてきており、環境配慮を確保

し、地域とのコミュニケーションを促進することにより、必要な事業の実施を円滑化

する点においても結果的に寄与してきた。なお、条例の中には、法の制定以前から制

定・運用されてきたところもある。このような条例が果たしてきた役割や経緯なども

踏まえ、法対象とならない規模の事業については、地域におけるこれまでの風力発電

に係る環境影響や地域住民の懸念などの地域の実情に応じて、地方自治体の判断によ

り都道府県・政令市の条例において適切に手当していくことが重要であると考えられ

る。 

一方で、都道府県・政令市においては、現状において風力発電所が明示的に環境影

響評価条例の対象とされていない地域もあり、そのような地域に風力発電所が集中的

に立地することが懸念される。都道府県・政令市による風力発電所に係る環境影響評

価条例の対応のあり方については、地方自治や地方分権の考え方を尊重しつつも、国

として一定の方針を示すことが望まれる。 

さらに、法の規模要件が引き上げられた場合においても、都道府県・政令市の条例

で手当てすることとなると、事業者の負担や環境影響評価に要する時間は現状と大き

く変わらないのではないかとの意見もあった。 

 

＜規模要件に係る政令の施行までの、必要な期間の確保＞ 

法の規模要件に係る政令について、施行までに要する期間としては、制度改正によ

る混乱を招かないよう、事業者や住民をはじめ関係者への十分な周知期間が必要であ

る。加えて、現在、条例において風力発電所を対象としていない場合の対象事業とし
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ての追加や、条例における風力発電所の規模要件において上限を設定している場合の

上限の変更等、必要な条例等改正の検討と、その周知期間を勘案し、必要な期間を確

保することが必要である。 

 

＜事業を分割すること等によるアセス逃れの防止のための措置＞ 

法の規模要件が引き上げられた場合、環境影響評価法の対象規模以下となるように

事業を分割する等いわゆる「アセス逃れ」をする事業者がでてくることが懸念される

ことから、いわゆる「アセス逃れ」の防止のための措置（経済産業省・環境省におい

て法アセスの対象とすべき一の事業の考え方を提示し、周知すること等）を検討する

ことが必要である。 

 

＜現行法により手続き中の案件が適切に取り扱われるための措置＞ 

現在法に基づき手続き中の風力発電事業は 302 件あり、うち５万 kW 未満の風力発

電事業は 111件9ある。これらの中には、環境大臣等から環境影響等に重大な懸念が示

されている事業もあり、これらの事業の取扱いについては、法による手続きとして開

始された案件は、手続き終了まで法に基づいて実施すべきではないかという意見が強

くあった。 
  

                                                      
9 2021年２月５日現在。 
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３－２ 風力発電所に係る環境影響評価の適正な制度及び運用のあり方 

 

 風力発電所は規模に関わらず立地場所の特性により環境影響が懸念される場合

があることから、風力発電所の円滑な立地の促進のためには、適正な環境配慮の

確保及び地域とのコミュニケーションの充実の観点からの所要の措置を講じる

ことが必要である。 

 上記の所要の措置については、以下の両面から検討するべきである。 

１． 継続して検討し迅速に措置するべき事項（制度的対応のあり方） 

２． 喫緊の課題として直ちに措置するべき事項（現行制度の運用面のあり方） 

 

風力発電所は規模に関わらず立地場所の特性により環境影響が懸念される場合が

あることから、風力発電所の円滑な立地の促進のためには、地域における合意形成に

対する配慮が肝要である。事業が進まないリスクを未然回避するよう、適正な環境配

慮の確保及び地域とのコミュニケーションの充実の観点からの所要の措置を講じる

ことが必要である。 

上記の所要の措置については、2050年カーボンニュートラルの実現に向け、再生可

能エネルギーの最大限の導入に係る取組が待ったなしであることや、地域における風

力発電に係る環境影響の懸念の高まりの向きがあること、一部の発電事業者の地域に

おけるコミュニケーションのあり方が問われる事態も懸念されるとの声があること、

気候変動問題と同様に生物多様性保全も地球規模での喫緊の課題であることなども

踏まえ、 

１． 継続して検討し迅速に措置するべき事項（制度的対応のあり方） 

２． 喫緊の課題として直ちに措置するべき事項（現行制度の運用面のあり方） 

の両面について、検討を行い具体的な措置を講ずるべきである。 
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３－２－１ 継続して検討し迅速に措置するべき事項（制度的対応のあ

り方） 

 

 より適切な環境影響評価制度のあり方として、風力発電所の特性に鑑みて、以下

のような観点から継続して、法改正を含めた制度的枠組みを検討し、迅速に措置

する。 

① 立地等により規模が大きいものでなくとも大きな環境影響が懸念される事業

を適切にふるいにかけてアセスメント手続きを実施していくこと（より幅広

なスクリーニングの導入） 

② 現行法の手続きよりも簡素化された手続きとするなど、環境影響の程度に見

合った形のアセスメント手続きを実施していくこと（簡易かつ効果的なアセ

スメント手続きの導入） 

 

①より幅広なスクリーニングの導入 

立地等により規模が大きいものでなくとも立地により大きな環境影響が懸念され

る事業を適切にふるいにかけてアセスメント手続きを実施していく、より幅広く柔軟

なスクリーニングの導入が必要である。 

現行の環境影響評価法等に基づく法体系の下では、風力発電所の第一種事業を５万

kWに引き上げた場合、環境影響評価を実施するか否かを判定する第二種事業は、３万

7,500kW以上５万 kW未満の事業となる。しかし、風力発電所の環境影響は、規模より

立地等によるところが大きいとの観点から、スクリーニングの幅（第二種事業の要件）

についても柔軟に拡大すること（例えば１万 kW以上５万 kW未満とすることなど）が

有効である。 

ただし、第二種事業の第一種事業に対する比（政令で定められる範囲）については、

環境影響評価法により行政裁量の幅が規定されているとともに、公共事業などの他の

法対象事業とも共通の規定であるため、変更には、その他の事業に係る措置の必要性

の有無の観点も含め、実例等を踏まえ検討することが必要となり、検討に相応の期間

を要することから、風力発電所の特性に応じた措置について、速やかに検討をするこ

とが重要である。 

また、現行のスクリーニング制度（第二種事業の判定）は、経済産業省令で定める

判定基準10に沿って判定されるところ、より幅広なスクリーニングを導入する観点か

ら改めて風力発電所の特性に応じたスクリーニングの方法や基準についても検討す

る必要がある。 

さらに、第二種事業の判定について、判定基準のみならず、判定理由等の情報公開

を進めていくべきではないかという意見もあった。 

オブザーバーからは、スクリーニングの検討においては、スクリーニングへの環境

省の関与を求める意見があった。 

                                                      
10 発電所の設置又は変更の工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調査、

予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行

うための手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令 第 16条 
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なお、事業を行うにあたって、適切に環境に配慮し、地域住民とのコミュニケーシ

ョンに最大限努めることは、すべての事業において必要なことであり、スクリーニン

グにより環境影響評価が不要と判定されても、環境影響評価手続きが不要となるだけ

であり、適正な環境への配慮が不要となるものではないことに留意すべきである。 

 

②簡易かつ効果的なアセスメント手続きの導入 

法の第二種事業規模より小さい規模の事業や、スクリーニングにより現行法に基づ

く環境影響評価手続きが課されない事業に対しては、簡易かつ効果的なアセスメント

手続きの導入が望まれる。 

簡易なアセスメントについては、環境影響が懸念される場合に適切に必要な環境調

査を実施すること、住民説明などの必要な手続きを丁寧に実施することなどの重要性

を踏まえた上で、より合理的な環境アセスメントの実施を可能とするような制度的な

方策を考えていく視点が重要である。例えば、現行法下における手続き（計画段階環

境配慮書、環境影響評価方法書、環境影響評価準備書、環境影響評価書）のプロセス

を簡素化することも考えられる。 

また、簡易なアセスメントについては、手続きの簡素化の他に、第二種事業におい

て、その判定プロセスを通じて影響が想定される項目についてのみ環境影響評価を実

施すること、必要性や効果等に鑑みて合理的な場合には調査や予測の手法を簡素化す

ることなど環境影響評価の内容を合理化することも重要との意見もあった。 

一方で、簡易なアセスメントであっても、事前の調査結果と事後の調査結果が比較

できるようなデータの取得が重要であり、簡易なアセスメントがずさんなアセスメン

トであってはならないという指摘もあった。 

なお、リプレース事業や工業地帯での立地と同様に、立地等に応じて項目の簡略化・

重点化を徹底するべきとの意見もあったが、これらは現行制度の中でも、スコーピン

グ（方法書手続き）を有効に活用することで実施可能であり、事業者による積極的な

活用が望まれる。 

本報告書では、①より幅広なスクリーニングの導入及び②簡易かつ効果的なアセス

メント手続きの導入については、継続して検討し迅速に措置すべき事項としているが、

オブザーバーからは、都道府県・政令市における条例の対応に向けた検討にも大きく

影響するものであることから、早期に方針を提示してほしいという意見があった。 
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３－２－２ 喫緊の課題として直ちに措置するべき事項（現行制度の運

用面のあり方） 

 

１）法や条例による環境影響評価制度の適正な運用に向けて取り組むべき事項 

 法や条例による環境影響評価制度のよりいっそうの適正な運用に向けて、以下の

事項に取り組む必要がある。 

① 地域とのコミュニケーションの促進、事業の信頼性の向上のため、環境影響

評価図書の継続的公開の取組を徹底し、その活用の取組を強化する（環境影

響評価図書の継続的公開等） 

② さらなるスコーピング機能の強化により、合理的な環境影響評価を推進する

（スコーピング機能の強化） 

③ 環境影響評価の不確実性を補い、環境影響に係る知見を蓄積するため、事後

調査の取組を強化し、その活用の取組を推進する（事後調査の強化とその成

果の活用） 

④ 環境影響の未然防止のための適切な立地誘導、保全措置に係る取組を推進す

る（環境情報の提供とゾーニングの促進） 

 

現在、法に基づく環境影響評価を中心に、数多くの風力発電所が環境影響評価を実

施しているが、現状の法に基づく風力発電所の環境影響評価の課題を踏まえ、今後、

法及び条例に基づく環境影響評価がより適正に運用されることにより、風力発電所の

円滑な立地が促進されると考えられる。 

したがって、より適正な環境影響評価の実施に向けて、以下のような事項について、

経済産業省・環境省、地方公共団体、事業者及び事業者団体が連携し、喫緊の課題と

して直ちに取り組むことが必要である。 

 

① 環境影響評価図書の継続的公開の徹底等 

地域とのコミュニケーションを促進し、事業の信頼性の向上を図るためには、環境

影響評価図書の継続的公表が必要である。 

環境省では、2018年４月から、事業者の協力を得て、環境影響評価図書の公開を行

っている11。しかし、法に基づく環境影響評価の対象となっている風力発電所 381 事

業12に占めるインターネット上での公開割合は 8％、国立国会図書館支部環境省図書

館での公開も含めた公開割合でも 49 件、12.9％である。また、図書公開への協力依

頼に対して、協力可は 14.8％、協力不可は 59％であり、事業者別にみると、依頼 88

社のうち依頼に応じたのは 20社、22.7％であった。 

このような状況を踏まえ、事業者団体と経済産業省・環境省が連携して環境影響評

価図書の公開の取組を徹底する必要がある。事業者が先行事業の情報を収集し、活用

                                                      
11 環境影響評価情報支援ネットワークのサイトにおいて、2018年４月より縦覧終了後の環境影響評価図書を公

開。2021年３月 17日現在、48事業の図書を公開中で、うち 34事業が風力発電所。 
12 2021年１月 26日現在。 
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していくことも重要である。また、環境影響評価図書の継続的公開は、事業者にとっ

て不利益となるものではなく、事業者の社会的ステータスを高めるものであるとの意

見もあった。 

図書の継続的公開について、オブザーバーから、業界団体として、会員企業に対し

て指導を強化していくとの発言があった。 

図書公開については、現行制度の運用強化だけではなく、制度上の課題についても

検討していくことが必要である。 

 

② スコーピング機能の強化 

リプレース事業や工業地帯での風力発電所の立地などについては、対象項目を絞る、

現地調査を簡略化するなどの立地特性等に応じた環境影響評価の実施を求める声が

あった。また、立地特性や事業特性によっては、必ずしもすべての項目において、精

緻な調査や予測を要するものではなく、制度上は、現状においても事業者自らの判断

により立地特性に応じた環境影響評価の実施が可能となっている。また、メリハリの

ある環境影響評価を促進するため、環境省による「風力発電所のリプレースに係る環

境影響評価の合理化に関するガイドライン」13の公表（令和２年３月）や、経済産業

省による風力発電所に係る環境影響評価の参考項目の見直し14（令和２年８月）が行

われてきたところである。 

今後とも、立地特性や事業特性に応じて、一層合理的なスコーピングの実施が促進

されるよう、事業者団体のほか経済産業省・環境省等により、現行制度上で可能な対

応等について、更なる周知などの取組が必要である。 

なお、その際、地方公共団体の審査関係者の理解を深めていくことも望まれる。 

 

③ 事後調査の強化とその成果の活用 

風力発電所は、事業の歴史が浅く、環境影響に関する事例や知見が十分でない面は

否めず、風力発電所に係る環境影響評価を、科学的知見に基づき適切に実施していく

には、事後調査の結果等に基づく影響の実態に関するデータの蓄積が重要である。 

環境影響評価法においては、「事後調査」は、選定項目に係る予測の不確実性が大き

い場合、効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合、工事中又は供用後に

おいて環境保全措置の内容をより詳細なものにする場合等において、工事中及び供用

後の環境の状態等を把握するための調査とされている。一方、事業者が他の法令等に

                                                      
13 「風力発電所のリプレースに係る環境影響評価の合理化に関するガイドライン」では、リプレース事業の定義

を行った上で、例えば、地形改変を生じない風力発電所のリプレースにあたっては、「地形改変及び施設の存

在」に係る「地形及び地質」、「動物」、「植物」、「生態系」及び「人と自然との触れ合いの活動の場」について

は、発電所アセス省令第 21条第４項第一号（参考項目に関する環境影響がないか又は環境影響の程度が極めて

小さいことが明らかである場合）に基づき、環境影響評価の項目として選定しないものとすることができる、と

している。 
14 経済産業省では、令和２年４月に産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会電力安全小委員会におい

て、参考項目の簡素化に関する審議を行った結果、発電所アセス省令第 21条に基づく、風力発電所に係る参考

項目から、工事の実施に伴う大気環境の項目のうち「工事用資材等の搬出入」、「建設機械の稼働」に係る「窒素

酸化物」、「粉じん等」の項目の削除、「建設機械の稼働」に係る「振動」の項目の削除、及び環境要素の区分の

うち、「騒音及び超低周波音」の「超低周波音」の削除を行った。 
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基づき、あるいは必要に応じて実施する環境の状況等を把握するための調査・測定等

の取組で、事後調査の要件に該当しない（不確実性がない）ものについては、いわゆ

る「環境監視」として、地元との協定等に基づき公表される場合があるものの環境影

響評価法上は報告書への結果の記載や公表の規定はない。 

また、「報告書手続き」としては、事後調査の結果を図書にとりまとめ、免許等を行

う者等へ送付し、公表することとなっており、免許等を行うものは、環境大臣に報告

書を送付し、環境大臣は報告書に対して意見を述べることができる。ただし、発電所

の場合の報告書手続きは、電気事業法において、環境影響評価書に記載されたとおり

に工事を行うことが工事計画の認可等の条件として規定されていることから、電気事

業法の特例により、事業者による公表のみとなっている。 

現状における事後調査の実施状況をみると、鳥類やコウモリの死骸調査や、鳥類の

生息状況等の調査、運転開始後の騒音調査が多い一方、景観については実施された例

はみられない。また、鳥類の死骸調査の実施方法等に課題があるという指摘もある。

さらに、現状では考え方や基準が明確ではない累積影響の評価方法を検討していくた

めにも、事後調査によるデータの蓄積とその解析が必要であるとの指摘もある。 

現状では、風力発電所による影響に係る知見が未だ不十分な中で、今後、環境影響

評価の精度を高めていくには、事業特性や地域特性と環境影響の関係について、予測

結果と実際の影響の程度が比較できるよう、事後調査の項目及び手法等内容の充実と、

結果の継続的な公表及び活用が不可欠であり、国が関与する形で継続的な公表と活用

の仕組みを整えることが重要である。 

加えて、事後調査に関連して、鳥類等生物への影響については順応的管理15が重要

であり、協議会の設置等を通じた情報共有や適切な管理を担保する手続が必要である

という意見、また、保全措置の確実な実施や地域からの懸念事項への対応など運転開

始後に事業にフィードバックしていく仕組みが必要であるという意見もあった。 

運転開始後の事後調査について、オブザーバーからは、業界団体として、効果的に

情報が公開できるような仕組みに取り組んでいきたいとの発言があった。さらに、オ

ブザーバーからは、報告書に係る手続きを発電所についても導入すべきとの意見もあ

った。 

事後調査の充実・強化においては、現行制度の運用強化だけではなく、制度上の課

題についても検討していくことが必要である。 

 

④ 環境情報の提供とゾーニングの促進 

風力発電所による環境影響が、立地による部分が大きいということから、環境影響

の未然防止のための立地誘導が非常に重要である。 

事業者自身が、重要な自然環境を避けるなど適切な立地の検討を行うことを促すた

め、環境省において、環境アセスメントデータベース（EADAS）を通じて各種の土地利

用規制等の情報や、鳥類のセンシティビティマップ等の情報提供を行ってきたところ

であり、引き続き情報収集・提供の強化が必要である。とりわけ、猛禽類や渡り鳥な

                                                      
15 順応的管理とは、様々な不確実性がある中で、仮説に基づいて計画を実施し、継続監視して仮説を検証しつ

つ、状態変化に応じて方策を変える管理のこと（稼働しながら監視して、リスクが高いことが分かれば稼働制限

などの対処をする。） 
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ど鳥類への対応や、知見が少ないコウモリに関する対応等については、個々の事業者

における調査等の実施や、地方公共団体が対応していく上でも、環境省による調査の

実施や EADAS等における情報提供、ガイドラインの作成等が必要である。その際、環

境影響評価法の枠組みだけではなく、その他の関係法令の枠組みの中での対応もあわ

せて検討する必要がある。 

また、環境への影響が小さいと想定される地域への立地誘導策として、ゾーニング

の手法が有効である。 

環境省においては、2016 年度からゾーニング可能性検討モデル事業及び実証事業

を実施し、2020 年度までに５県 11 市町でゾーニングに取り組んでおり、これらの成

果や、明らかになった課題等を今後のゾーニング手法の検討に活用していくことが重

要である。 

一方で、重要な地域に関する情報提供や、ゾーニングモデル事業の取組が行われて

いるにもかかわらず、これらに配慮しない事業計画により環境影響評価を実施しよう

とする事業者もみられ、このような場合、立地の変更や詳細な調査の実施等を求める

意見や勧告が付されることとなり、結果的に環境影響評価の長期化につながるおそれ

がある。事業者においては、環境情報やゾーニング情報を適切に活用し、事前の環境

配慮を行った上で事業計画を立案することが望まれる。 

現在、同一の場所に複数の環境影響評価手続きが行われる事例があり、このような

状況は、地域の混乱を招くほか、風力発電のコスト増加や行政の負担増などの問題が

指摘されている。また、風況のよい地域に複数の事業が集中し、累積的な影響に関す

る懸念も高まっている。こうした課題について、ゾーニングの導入等により改善すべ

きとの意見があった。 

 

2021 年３月２日には、地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

案（以下、「温暖化対策推進法改正案」）が閣議決定され、市町村の実行計画において、

①再エネ利用促進等の施策の実施目標を定めるよう努めるとともに、②協議会等を活

用しつつ、③環境省の省令等を踏まえて、④風力発電等の地域脱炭素化促進事業の促

進に関する事項として、促進区域と地域ごとの環境保全のための取組等を定めるよう

努めることとされている。この促進区域において、事業者が事業計画を作成し、地域

脱炭素化促進事業として市町村により実行計画に適合するものとして事業計画が認

定された場合、関係許可等手続きのワンストップ化や、環境影響評価法に基づく計画

段階環境配慮の手続きの省略も可能といった特例が受けられる仕組みが規定されて

いる。 

このように、温暖化対策推進法改正案に基づく市町村における再生可能エネルギー

の導入目標と一体となった環境に配慮した適地抽出を促進するとともに、これを踏ま

えた事業計画について環境影響評価手続きとの連携を強化することが重要であり、そ

の結果として再生可能エネルギーの導入の迅速化が期待される。 

また、風力発電の迅速な導入を図るためには、環境影響評価法に基づく計画段階環

境配慮書の手続きの省略に加え、条例においても計画段階の環境配慮手続きを有する

ところでは同様の特例措置を設けることが期待されるという意見があった。 

さらに、陸域については、今後、温暖化対策推進法の改正により、適地抽出と環境

影響評価手続きの連携が図られることが期待されるところ、洋上においても、欧州の



 

23 

 

ようなセントラル方式16の導入等を求める意見もあった。 

 
  

                                                      
16 欧州でも国によって官民の役割分担が異なるが、いわゆるセントラル方式は、ゾーニング、海域の調査、環境

アセスメント、系統接続の調整等が含まれる。日本においても、既に海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に

係る海域の利用の促進に関する法律において、ゾーニングや地域調整等の枠組みを導入している。更に、経済産

業省・国土交通省は「洋上風力産業ビジョン（第１次）に基づき、「初期段階から政府や自治体が関与し、より

迅速・効率的に風況等の調査、適時に系統確保等を行う仕組み（日本版セントラル方式）」の確立に向けた取組

を進めている。 
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２）地方自治体による環境影響評価条例における風力発電所の取扱いについて取り

組むべき事項 

地方自治体による環境影響評価条例における風力発電所の取扱いについて、地方

自治を尊重しつつ、地方自治体が必要な場合に参照できるよう、国として地方自治

体の制度検討や運用に資するような以下の取組を行う必要がある。 

① 条例の対象事業としての追加や、簡易な条例手続きの導入、条例改正を検討

する際の参考となる考え方やデータの提示 

② 広域の環境影響や希少種等に係る環境省の関与 

 

法の対象とする規模要件を引き上げた場合において、法対象とならない事業（第二

種事業の規模要件未満の事業及び第二種事業としてスクリーニング（判定）の結果、

法による環境影響評価手続きの対象とされなかった事業）については、法と条例が一

体となって環境の保全に配慮した事業の実施を確保してきた我が国の環境影響評価

制度に鑑み、環境影響の未然の防止や地域とのコミュニケーションの促進を図る観点

等といった環境影響評価条例の果たしてきた役割といった経緯なども踏まえ、地域の

実情に応じて、地方自治体の判断により都道府県・政令市の条例により適切に手当し

ていくことが考えられる。 

その際、地方自治体による環境影響評価条例における風力発電所の取扱いについて、

地方自治を尊重しつつ、地方自治体が必要な場合に参照できるよう、国として地方自

治体の制度検討や運用に資するような取組を行う必要がある。 

 

① 条例改正を検討する際の参考となる考え方やデータの提示 

環境影響評価条例における風力発電所の取扱いについて、条例において現在風力発

電所を対象としていない場合の対象事業としての追加や、条例における風力発電所の

規模要件において上限を設定している場合の上限の変更、条例において対象とする場

合の環境影響評価手続のあり方など必要な条例改正の検討をする際の参考となる考

え方やデータの例の提示等を行う必要がある。 

その場合、適正な環境配慮と地域とのコミュニケーションの促進を図りつつも、よ

り合理的な環境アセスメントの実施を図る観点や、より大きな環境影響の恐れのある

事業を対象とする法の手続に比べて、それよりも小さい規模の事業を対象とする条例

の手続きが環境影響の懸念の度合いに応じてどうあるべきかとの観点を含めていく

ことも重要である。 

また、条例のあり方を検討することを支援する取組として、環境省と地方自治体が

情報共有や意見交換ができる場づくりが重要であるという意見もあった。 

 

② 広域の環境影響や希少種等に係る環境省の関与 

渡り鳥への影響や希少猛禽類への影響、広域にわたる自然公園の景観への影響や自

治体の境界をなす尾根線上に立地することにより生じる景観への影響等、各地域での

判断が難しいものについて、環境省において助言を行うことや広域での連携を促進す

るような取組が必要である。  
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